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●調査業務関連事項 編●調査業務関連事項 編●調査業務関連事項 編●調査業務関連事項 編

第１章 総則等第１章 総則等第１章 総則等第１章 総則等

１，総則１，総則１，総則１，総則

((((1)．奈良県木造住宅耐震診断員の責務と役割)．奈良県木造住宅耐震診断員の責務と役割)．奈良県木造住宅耐震診断員の責務と役割)．奈良県木造住宅耐震診断員の責務と役割

奈良県木造住宅耐震診断員（以下「耐震診断員」という。）は、奈良県既存木

造住宅耐震診断支援事業（以下「支援事業」という。）の際使用する「呼称」で

あり、公的な資格ではありませんので注意ください。

耐震診断員とは、支援事業により市町村が事業主体として実施する木造住宅の

耐震診断事業を受委託契約に基づきおこなう技術者で、一定の要件のもと、奈良

県で登録を受けた方です。

よって耐震診断の申込者である県民が誤解等することのないよう言動に注意す

るとともに、この呼称を利用して別途営業活動を行うなどの行為は行わないでく

ださい。

耐震診断員は市町村事業の受託実施者であるため、一定の公的責務が発生して

おり、必要がある場合にはその立場を明確にすることが求められます。

また、耐震診断員の登録は個人を対象としていますが、その前提条件として本

県に建築士事務所の登録をおこなっている建築士事務所に所属していること等が

必要であるため、所属する建築士事務所が変わるなど、耐震診断員として登録し

ている事項に変更が生じたときは速やかに必要な対応をしてください。

なお、これらのルールを守れない耐震診断員に対しては、その登録を職権によ

り取り消す場合もありますので留意ください。

((((2)．個人情報の取り扱いについて)．個人情報の取り扱いについて)．個人情報の取り扱いについて)．個人情報の取り扱いについて

個人情報の取扱いについては、以下のとおり十分注意してください。

① 基本的事項

耐震診断員は、個人情報保護の重要性を認識し、耐震診断業務（以下「業

務」という。）を実施するにあたっては、個人の権利利益を侵害することの

ないよう、個人情報の取扱いを適切におこなわなければならない。

② 収集の制限

耐震診断員は、業務をおこなうために個人情報を収集するときは、業務を

達成するために必要不可欠な範囲内で、適法かつ公正におこなわなければな

らない。

③ 目的外利用・提供等の制限

耐震診断員は、業務に関して知ることのできた個人情報を業務の目的以外

に利用したり、第三者に知らせたりまたは提供したりしてはならない。業務

が終了しまたは解除された後においても同様とする。
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④ 漏えい、滅失及びき損の防止

耐震診断員は、業務に関して知ることのできた個人情報について、漏えい、

滅失及びき損の防止その他個人情報の適切な管理のために必要な措置を講ず

るように努めなければならない。

⑤ 業務補助従事者への周知

耐震診断員は、耐震診断員の補助として診断業務に従事する者に対し、業

務に関して知ることのできた個人情報をみだりに他人に知らせ、または不当

な目的に使用してはならないことなど、耐震診断員同様個人情報の保護に必

要な事項の徹底を図るものとする。

⑥ 複写または複製の禁止

耐震診断員は、業務を処理するための個人情報が記録された資料および診

断報告書等を、業務記録として保管が必要な図書用を除き所有者の承諾を受

けずに複写または複製してはならない。

((((3)．耐震診断員が遵守する事項について)．耐震診断員が遵守する事項について)．耐震診断員が遵守する事項について)．耐震診断員が遵守する事項について

診断業務の公正・公平性を確保するため以下の点を遵守してください。

① 呼称利用の禁止

耐震診断員は、支援事業による耐震診断以外の業務をおこなう際に、耐震

診断員という呼称を使用してはならない。（総則の再掲）

② 営業的活動等の禁止

耐震診断の受診者（申込者）に対して、建築士事務所等としての営業的な

視点から活動・言動等をおこなってはならない。ただし、受診者から耐震診

断の内容以外に関するアドバイス等を求められた場合は、耐震診断員個人の

責任において受診者に対応しても良いものとする。

また、引き続き関連業務の契約を求められ、それを引き受ける場合は、耐

震診断員としての業務とは無関連である旨を明確に伝えることとする。

③ 耐震改修工事業者斡旋の制限

耐震診断員は原則として耐震改修工事業者を斡旋してはならない。ただし、

受診者から求められた場合は、耐震診断員個人責任において適切な業者を紹

介しても良いものとする。この場合原則として複数の業者を紹介するものと

する。
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２，耐震診断業務実施フロー２，耐震診断業務実施フロー２，耐震診断業務実施フロー２，耐震診断業務実施フロー

【事前手続き】

（アンケート回答）

制度紹介・募集
受付・審査・決定
耐震診断員決定の連絡耐震診断員の選定・打診

審査・受理（委託業務の完了事務）

契　約

精算事務

市町村

診断受諾

診断報告書等の提出

契　約診断日等打合せ耐震診断の実施

費用の受け取り

耐震診断員
募集条件の確認診断申し込み(応募)診断決定連絡

診断時の立ち会い

住　　　民

【診断実施】

【結果報告】

診断日等打合せ
耐震診断員決定の連絡

診断報告書等の作成・説明診断結果等の受領（受領確認書） （※）
　（※）　・耐震診断結果の説明　　　　（耐震診断報告書による）　・改修実施に向けてのアドバイス　　　　（県作成パンフによる）　・改修補助制度の案内　　　　（市町村作成のチラシ等による）　( ・アンケート調査協力依頼) 説明日時打合せ説明日時打合せ
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第２章 耐震診断現場調査の原則第２章 耐震診断現場調査の原則第２章 耐震診断現場調査の原則第２章 耐震診断現場調査の原則

１，基準とする診断方法１，基準とする診断方法１，基準とする診断方法１，基準とする診断方法

本マニュアルで基準とする耐震診断法を定めた図書は、「２０１２年改訂版

木造住宅の耐震診断と補強方法」（発行：（一財）日本建築防災協会／国土交通

大臣指定耐震改修支援センター）とし、採用する耐震診断方法は同書でいう「一

般診断」とします。

また、現場調査の実施ならびに診断結果の作成等に関連する事項は同書の定め

るところによることとします。

２，耐震診断業務の原則２，耐震診断業務の原則２，耐震診断業務の原則２，耐震診断業務の原則

耐震診断業務の内容は原則として目視とします。

建物の破損を伴う危険性がある時、また床下・天井裏の調査が障害物により不

可能な時などは無理な調査は行わず、診断の精度が下がることを説明のうえでそ

の部分の調査は省略してください。

３，耐震診断現場調査の準備３，耐震診断現場調査の準備３，耐震診断現場調査の準備３，耐震診断現場調査の準備

(1)診断前の準備

・市町村から示された資料により対象住宅の所有者等の氏名、対象住宅の場所

等の確認をしてください。

・住宅所有者等と連絡を取り現場調査の日程を調整してください。

（「○○市から委託を受けた耐震診断員の○○です」と明確に告げてください。）

・受診日が決定したら、市町村に報告をしてください。

(2)調査道具等の確認

・奈良県木造住宅耐震診断員登録証

受診者宅を訪問した際、まず最初に提示し確認をしてもらってください。

・現地調査シート類

・コンベックス、クラックスケール

・水平器等

・脚立（建物内部での使用も可能なもの）

・下げ振り等

・打診棒等（浮き調査用）

・懐中電灯

・カメラ

・その他

水糸、スコップ、ドライバー、双眼鏡、名刺（図面等預かり物の借用書等

に使用）
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４，住宅所有者等への対応と調査業務概要４，住宅所有者等への対応と調査業務概要４，住宅所有者等への対応と調査業務概要４，住宅所有者等への対応と調査業務概要

住宅所有者等は耐震診断の必要性や概要は理解していると思いますが、さらに

正しい理解を得てもらうため耐震診断員は安心・丁寧・正確・迅速に診断業務を

実施し、調査業務中および診断結果報告後に受診者からの質問があれば解りやす

く調査内容・注意点などを説明してください。

万一、トラブルが発生した場合には市町村に連絡をし、その指示に従ってくだ

さい。

・当日の服装は清潔なものとしてください。

・１人住まいの高齢者や女性が立ち会い者である場合もありますので、対応に

は十分配慮してください。

【業務手順】【業務手順】【業務手順】【業務手順】

(1) 調査当日には必ず立ち会い者に再度電話等で訪問の確認をしてください。

(2) 指定した時間には必ず訪問してください。交通事情等で遅れる場合は立

ち会い者にその旨連絡し了解を得てください。

(3） 立ち会い者に対し、まず最初に「○○市（町・村）の委託により、この

住宅の耐震診断業務に訪れた耐震診断員の○○です。」と告げ登録証を提

示してください。

(4) 立ち会い者および診断員の確認が終わり次第、これからの調査手順を簡

単に説明し、以下の調査を開始してください。

① ヒアリング

ヒアリングシート、建物概要調査票の内容についてヒアリングを実施し

てください。

② 外部調査

地盤状況、基礎状況、建物老朽度（外部からの目視項目）に関し調査を

実施してください。また、報告書に外部写真が必要になるので写真撮影も

行ってください。

③ 内部調査

屋内に入る旨、また部屋等各箇所を見ることの承諾を得た後、立ち会

いのもと屋内の調査を開始してください。原則として目視検査です。

提供された図面と照合（ない場合は作成）しながら調査を進めてくださ

い。

（なお、建物の破損を伴う危険性がある時、また床下・天井裏の調査が

障害物により不可能な時などは無理な調査は行わず、診断の精度が下が

ることを説明のうえでその部分の調査は省略してください。（再掲））

確認のため、承諾を受け天井裏・床下の写真を撮影してください。
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(5) 調査の終了

診断に必要なデータの収集が終われば立ち会い者に調査が終了した旨を

告げ、また診断結果の報告に再訪問する日程を調整した後、速やかに退出

してください。（後日改めて連絡したうえで、再訪問日程を決めることも

可としますが、この場合には必ず、いつ頃に連絡するのかを伝えてくださ

い。）

この際立ち会い者等から改修等に関する個別具体的な相談を持ちかけら

れた場合は、耐震診断員としては性格上アドバイスができない旨説明し丁

寧にお断りください。（技術者個人としてのアドバイスは妨げません。）

【調査業務の留意点】【調査業務の留意点】【調査業務の留意点】【調査業務の留意点】

（ヒアリング）

立ち会い者は建築専門用語が解らないことを前提としてヒアリングを実施

してください。また、解りやすく説明を加えながら話を聞き出すよう努めて

ください。

特に経年に関しては曖昧に記憶していることが多いため、建築確認書類な

どが手元にない場合でも請負契約書等いろいろな資料を参考にし総合的に判

断してください。

（地盤）

下部評価として単独に処理するため、立ち会い者の話と合わせ専門家の目

で敷地状況を調査するとともに、参考のため周辺宅地の状況も確認してくだ

さい。

（基礎）

鉄筋の有無により基礎タイプが分かれ評点に影響します。図面や立ち会い

者の話による判断が中心になりますが、不明な場合は診断の精度が落ちるこ

とを説明してください。

（軸組等）

直接評点に影響しない箇所もありますが、耐力を低下させる損傷を受けた

可能性のある履歴について確認してください。ただし土台などは老朽化低減

の対象になりますので可能な限り自分の目で確かめてください。

（壁配置・壁量）

図面や受診者の話による判断が基礎となりますが、現場での自身の確認を

重視してください。
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５，調査結果の報告業務概要５，調査結果の報告業務概要５，調査結果の報告業務概要５，調査結果の報告業務概要

耐震診断報告書の作成が完了すれば、速やかに住宅所有者等を再度訪問し、耐

震診断報告書の提出とともに、診断結果の説明を行います。

併せて、県が作成したパンフレット（わが家の耐震改修ガイドブック）を渡し、

その内容説明と診断結果に応じた改修実施に向けたアドバイスや当該市町村にお

ける耐震改修補助制度の案内（改修補助制度がある場合）を行ってください。

これらの報告業務を実施する際には、住宅所有者等である県民に対する言動に

充分注意するとともに、耐震診断結果を利用して別途営業活動を行うなどの行為

は絶対に行わないでください。（再掲）

なお、市町村の意向により、今後の施策の参考とするための「耐震診断受診者

へのアンケート調査」等が実施される場合は、併せて当該アンケート調査への協

力を依頼して下さい。

調査結果の報告業務の完了時には、住宅所有者等（市町村への耐震診断支援事

業申込者）から、受領確認書（別添様式の下段）に記名、捺印を受け、預かって

ください。

第３章 提出書類第３章 提出書類第３章 提出書類第３章 提出書類

調査結果の報告業務が完了すれば、当該耐震診断報告書１部、調査結果報告業

務完了報告書（住宅所有者等の記名、捺印を受けた「受領確認書」）及び契約完

了にかかる関連書類等を必要部数提出してください。市町村でチェックのうえ不

備がないと判断された場合、委託業務は完了します。（市町村でのチェックの結

果、提出された耐震診断報告書等の提出書類に不備等がある場合等においては、

市町村の指示に従ってください。）

なお、後日調査結果の報告内容についての質問が市町村または住宅所有者等か

らあれば業務完了後であっても丁寧にお答えください（再掲）。また、改修等に

関するアドバイスを求められた場合は、前述のとおり耐震診断とは別途になる旨

伝えたうえでその手順等について必要な説明をお願いします。

（参考）無料住宅相談（要予約）・・・建築士会 ０７４２－３０－３１１１

設計専門家紹介・・・建築士事務所協会 ０７４２－３４－８８５０
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●事務処理関連事項編●事務処理関連事項編●事務処理関連事項編●事務処理関連事項編

第１章 事務処理フロー第１章 事務処理フロー第１章 事務処理フロー第１章 事務処理フロー

（Ｐ３に記載の耐震診断事業のフローを参照ください。）

第２章 耐震診断員が行う事務第２章 耐震診断員が行う事務第２章 耐震診断員が行う事務第２章 耐震診断員が行う事務

１，奈良県木造住宅耐震診断員の登録１，奈良県木造住宅耐震診断員の登録１，奈良県木造住宅耐震診断員の登録１，奈良県木造住宅耐震診断員の登録

所定の手続きにより奈良県で耐震診断員の登録を受けてください。

県が実施する耐震診断員講習を受講いただいた後、登録証をお渡しします。

２，市町村との業務条件等の確認２，市町村との業務条件等の確認２，市町村との業務条件等の確認２，市町村との業務条件等の確認

耐震診断員講習の受講が終了した方は、奈良県木造住宅耐震診断員登録者名簿

に登載され、その名簿は市町村に提供されます。

この際耐震診断員の方が行う手続きは特段ありませんが、市町村から耐震診断

員としての選定を受けた場合は、診断業務を行うにあたっての業務条件・事務分

担等の確認を市町村と行ってください。

３，選定打診の受諾３，選定打診の受諾３，選定打診の受諾３，選定打診の受諾

市町村は、一定のルールに基づき耐震診断員を選定し受諾意志の確認を行いま

す。市町村からの打診があれば諸事調整のうえ受諾をお願いします。

４，業務の開始４，業務の開始４，業務の開始４，業務の開始

受諾の報告を受けた市町村は、その耐震診断員と受委託契約を結び事業を実施

します（この契約は市町村と調整して行ってください）。耐震診断員は契約が成

立したことを確認後、前述の調査業務関連事項編第２章の３の（１）診断前の準

備に基づき受診者との調整を行い耐震診断業務を実施してください。

５，診断報告書の作成等５，診断報告書の作成等５，診断報告書の作成等５，診断報告書の作成等

診断終了後は所定の報告書を作成し、受診者に耐震診断報告書の結果を報告、

説明するとともに、県作成パンフレットや補助制度案内により、その内容説明と

診断結果に応じた改修実施に向けたアドバイス等を行ってください。

その後、契約完了にかかる関連書類等を必要部数作成し、耐震診断報告書、調

査結果報告業務完了報告書（診断申込者の記名、捺印を受けた「受領確認書」）

と併せて市町村に提出してください。報告書の内容に不備等がなければ、所定の

手続きがなされた後、市町村から耐震診断費用（50,000 円 /件）が支払われます。

なお、提出した耐震診断報告書の内容に不備等があった場合は、市町村と協議

のうえ、受診者への連絡などの再対応をお願いします。）

以上で耐震診断に関する業務は終了です。

（納品後、報告書の内容について受診者または市町村から問い合わせがあった場

合は、丁寧に説明等いただきますようお願いします。）
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第３章 市町村が行う事務第３章 市町村が行う事務第３章 市町村が行う事務第３章 市町村が行う事務

１，耐震診断員の選定１，耐震診断員の選定１，耐震診断員の選定１，耐震診断員の選定

耐震診断の予定がある市町村は、診断実施予定戸数および実施予定時期を勘案

の上、あらかじめ依頼する耐震診断員を選定してください。

２，耐震診断の依頼２，耐震診断の依頼２，耐震診断の依頼２，耐震診断の依頼

募集事務等を経て耐震診断を実施する住宅が決定したら、選定した耐震診断員

に木造住宅耐震診断業務受託の依頼を行ってください。また、住宅の位置を確認

するため目印が入った地図（住宅地図等）も同時に提供してください。

３，耐震診断員との契約３，耐震診断員との契約３，耐震診断員との契約３，耐震診断員との契約

耐震診断員が受託すると回答された場合、所定の手続きにより耐震診断員と受

委託契約を締結してください。

なお、診断実施後における受診者への調査結果の報告業務に必要となる資料（①

県作成パンフレット（わが家の耐震改修ガイドブック）、②耐震改修補助制度の

案内資料等）等を耐震診断員に渡してください。

また、耐震診断受診者へのアンケート調査等を実施される場合等（※）は、併

せて「アンケート調査票」や「返信用封筒（送付先記入、返信用切手貼付）」等

を渡して、耐震診断員に協力を依頼して下さい。

４，受診者への連絡及び契約４，受診者への連絡及び契約４，受診者への連絡及び契約４，受診者への連絡及び契約

耐震診断員との契約行為が完了したら、申込者に耐震診断員の氏名等を伝え、

その者から日程調整等の連絡が入る旨を伝えてください。また、所定の手続きに

より受診者と委託契約を締結してください。

併せて、当日の立ち会いと床下や天井点検口の周囲などを調査しやすい状態に

しておいて頂くようお願いしてください。

５，完了事務５，完了事務５，完了事務５，完了事務

診断終了後、成果物として耐震診断報告書と受領確認書が市町村に提出されま

す。委託内容を満足していたら精算等の事務をお願いします。

（耐震診断員から提出される耐震診断報告書に不備等があった場合は、耐震診断

員と協議のうえ、受診者への再対応（市町村への報告前に、診断受診者に報告済

みのため）をお願いします。）

なお、業務完了後であっても、報告内容に関する問い合わせにはお答えするよ

う、耐震診断員には依頼しています。

以上で診断に関する受委託業務は完了です。

※「耐震診断受診者へのアンケート調査」とは、今後の施策の参考とする等の理

由により、例えば耐震改修実施への意向を調査する等のアンケート調査を、市

町村の意向により実施される場合を想定しています。
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（耐震診断受託打診書参考例）

奈良県木造住宅耐震診断員

○○ ○○ 様

木造住宅耐震診断業務受託依頼書

下記住宅の耐震診断を実施するにあたり、受託して頂けるようお願いしま

す。

なお、回答を至急市町村宛ＦＡＸ（○○○○ー○○ー○○○○）で送付願

います。

平成 年 月 日 市町村名

担当課

担当者

連絡先

対 象 住 宅 住宅所有者等 住宅所有者等 連絡先 現地調査 備考

所在地 氏 名 住 所 電話番号 希望日

① 月 日～

月 日

② 月 日～

月 日

③ 月 日～

月 日

・上記対象住宅の耐震診断を受託いただける場合は、別紙契約書（木造住宅

耐震診断業務委託契約書）の受託者（耐震診断員）欄に所定事項をご記入

捺印のうえ、市町村へ送付してください。

なお、１対象住宅につき２通の契約書が必要です。

・現地調査日時については、後日、委託者（診断申込者）と各自で調整して

ください。

添付図書・・・・・住宅地図

回 答 書

市町村宛 ＦＡＸ：

年 月 日付けで打診のあった木造住宅耐震診断業務については、

・受託します

・受託しません

（理由）

耐震診断員氏名
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（木造耐震診断業務委託契約書参考例）

木造住宅耐震診断業務委託契約書

本書に基づく業務内容を両者合意の上、契約を締結する。

平成 年 月 日

委託者（派遣市町村） 市町村長 ○○長 ○○ ○○ 印

担当課

電話 ○○○○（○○）○○○○

受託者（耐震診断員） 住所 ○○○○○○○○

氏名 ○○ ○○ 印

電話 ○○○○（○○）○○○○

耐震診断員登録番号 第 ○○○号

建築士事務所名又は建設業営業所名

○○○○○○○○○○

１級建築士事務所登録 ○○○○（○）第○○○

以下の業務内容を委託する。

１ 木造住宅の耐震診断業務

診断住宅の所有者（診断申込者）：住所 ○○○○○○○○

氏名 ○○ ○○

電話 ○○○○（○○）○○○○

診断住宅の所在地：奈良県○○市○○○○

２ 診断方法 一般診断法

３ 予定業務期間 平成 年 月 日～平成 年 月 日

４ 耐震診断料は 50,000 円 /件 とする。

但し、委託業務完了後、耐震診断員に支払う。

５ その他の内容

① 耐震診断の建築物は、上記所在地に存する建物を対象とする。

② 耐震診断の方法は上記方法により行う。

③ 耐震診断業務にあたっては「奈良県木造住宅耐震診断員マニュアル」

の内容に基づくと共に別紙フローに従って行う。

④ ○○市木造住宅耐震診断事業実施要綱により事務処理を行う。

⑤ ここに定めない事項は、必要に応じて両者協議のうえ定める。
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（報告書兼受領確認書）

調査結果報告業務 完了報告書

○○市（町、村）長 殿

平成 年 月 日付けで委託契約を締結した○○市（町、村）木造住宅耐

震診断業務について、下記の耐震診断申込者の方に、作成した耐震診断報告

書に関する内容の説明等を行いましたので報告します。

記

診断住宅の所有者（診断申込者）

：住所 ○○○○○○○○

氏名 ○○ ○○

診断住宅の所在地 ：奈良県○○市○○○○

耐震診断員氏名 印

受領確認書

○○市（町、村）木造住宅耐震診断業務に際し、○○市（町、村）から派

遣された耐震診断員から、下記の書類を受領し、併せて下記の内容に関する

説明を受けたことを確認します。

【受領した書類等】

□ 耐震診断報告書一式 １部

□ パンフレット「わが家の耐震改修ガイドブック」 １部

□ 耐震診断受診者に対するアンケート調査票 １部

□ アンケート返信用の封筒 １部 （※）

【説明を受けた内容等】

□ 耐震診断の結果

□ パンフレット「わが家の耐震改修ガイドブック」の概要

□ 診断結果に応じた改修実施に向けたアドバイス

□ 耐震改修補助制度の案内

平成 年 月 日

診断申込者氏名 印

注：（※）は、アンケート調査を実施する場合にのみ記載
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●参考資料編●参考資料編●参考資料編●参考資料編

診断結果報告書を作成する視点で整理した図書を参考のため次ページ以降に掲

載します。

【診断結果報告書の構成】

１，耐震診断報告書

２，建物概要調査表

３，ヒアリングシート

４，劣化度調査

５，（プログラムによる診断結果）

６，現地写真（外観写真、天井裏調査、床下調査）

診断結果報告書作成に必要な様式等については、奈良県ホームページ

からダウンロードできます。奈良県 HP トップページ→県の組織→県土マネジメント部まちづくり推進局建築課→建築物の耐震→奈良県既存木造住宅耐震診断支援事業
HPアドレス：http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-3788.htm

【参 考】

基準となる図書である「木造住宅の耐震診断と補強方法 発行：基準となる図書である「木造住宅の耐震診断と補強方法 発行：基準となる図書である「木造住宅の耐震診断と補強方法 発行：基準となる図書である「木造住宅の耐震診断と補強方法 発行：（（（（一）日本建築一）日本建築一）日本建築一）日本建築

防災協会」に沿った耐震診断結果報告書作成にあたっての考え方防災協会」に沿った耐震診断結果報告書作成にあたっての考え方防災協会」に沿った耐震診断結果報告書作成にあたっての考え方防災協会」に沿った耐震診断結果報告書作成にあたっての考え方

耐震診断結果報告書は必要な入力を行えば「一般診断法による診断の実務（発行

：（一

）日本建築防災協会）」に添付されているプログラムにより打ち出され作成でき

ることになりますが、入力にあたり各シートが意味する考え方、入力すべき適正

な値等はこの資料を参考にしてください。

（資料中書かれているページは、基準図書である「木造住宅の耐震診断と補強方

法」の図書中でのページ数です。）●謝 意●謝 意●謝 意●謝 意本マニュアルを作成するにあたり、三重県他から既存資料をご提供いただき、また、関係団体ならびに複数の設計士の方にご協力をいただきました。この場をお借りしお礼申し上げます。













































外観写真

南面

備考

2005年10月24日
撮影

北面

備考

2005年10月24日
撮影

東面



天井裏調査

備考

2005年10月24日
撮影

備考

2005年10月24日
撮影

位置

　　　天井裏調査写
真

位置

　　　天井裏調査写
真

状況
小屋裏にはくも筋か
いはなかった。

状況
小屋裏には火打材は
確認されなかった。



床下調査

備考

2005年10月24日
撮影

備考

2005年10月24日
撮影

備考

2005年10月24日
撮影

位置

　　床下

位置

　　床下

状況
玉石基礎の上に床束
及び柱がのってい
る。

位置

　　床下

状況
柱脚には足固めを設
け補強する必要があ
ると思われる。

状況
大引及び根太の間隔
が広いように思われ
る



奈良県木造住宅耐震診断マニュアル（奈良県既存木造住宅耐震診断支援事業）２００５（平成１７年）１１月 初版発行２００８（平成２０年） ４月 改正版発行２０１０（平成２２年） ４月 改正版発行２０１３（平成２５年） ４月 一部変更版発行２０１７（平成２９年） ３月 一部変更版発行下記のホームページからもご覧になれます。http://www.pref.nara.jp/dd.aspx?menuid=3788発行 奈良県県土マネジメント部まちづくり推進局建築課〒６３０－８５０１奈良県奈良市登大路町３０番地TEL:０７４２－２７－７５６１FAX:０７４２－２７－７７９０


